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01   NOHMI REPORT

株主の皆様へ

　株主の皆様にはますますご清栄のこととお喜び申し上げます。

　ここに第65期上期（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）の営業の概況を報告いたします。

　当第２四半期におけるわが国の景気は、エネルギー・原材料価格高騰、米国における金融不安の高

まりやそれに伴う輸出への影響、株式・為替市場の不安定な状況などから先行きは不透明となってお

ります。

　当防災業界におきましても、景況感の悪化により設備投資は減少しており、また、公共投資は低調

に推移するなど依然として厳しい経営環境が続いております。このような環境のなか、当社グループ

は積極的な営業活動に努めました。

　その結果、当第２四半期における連結売上高は41,050百万円、営業利益は2,812百万円、経常利益

は2,985百万円、四半期純利益は1,655百万円となりました。

　当第２四半期における総資産につきましては、受取手形及び売掛金で5,962百万円の減少、たな卸

資産は3,461百万円の増加であったものの、投資有価証券の236百万円の減少などにより前連結会計

年度末に比べ528百万円減少し、80,721百万円となりました。

　負債につきましては、流動負債のその他に含まれている未払金1,060百万円の減少、賞与引当金

1,230百万円の減少などにより流動負債が1,346百万円減少し、固定負債の減少184百万円と合わせ、

前連結会計年度末に比べ1,530百万円減少の30,399百万円となりました。

　純資産につきましては、利益剰余金の積み増しなどにより、前連結会計年度末に比べ1,002百万円

増加し、50,321百万円となりました。
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区　　　　　分 当第2四半期
（平成20年9月期）

前中間期（ご参考）
（平成19年9月期）

前期
（平成20年3月期）

受 注 高 52,084百万円 43,338百万円 85,076百万円

売 上 高 41,050百万円 33,786百万円 84,947百万円

経 常 利 益 2,985百万円 1,250百万円 5,151百万円

四 半 期（ 当 期 ）純 利 益 1,655百万円 574百万円 2,853百万円

１株当たり四半期（当期）純利益 27.42円 9.52円 47.26円

総 資 産 80,721百万円 76,225百万円 81,249百万円

純 資 産 50,321百万円 46,886百万円 49,318百万円

業績の推移（連結）

財務ハイライト

能美防災株式会社
代表取締役社長　橋　爪　　毅

　以上のような状況でありますが、当中間配当

金といたしましては引き続き１株につき５円と

させていただきます。

　株主の皆様におかれましては、今後とも何と

ぞ格別のご理解とご支援を賜りますようお願い

申し上げます。
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03   NOHMI REPORT

第2四半期財務諸表（連結）

第2四半期連結貸借対照表の要旨（平成20年9月30日現在）

期　別
科　目 当第2四半期連結会計期間末 前中間連結会計期間末

（ご参考）

資 産 の 部 80,721 76,225

流 動 資 産 61,538 56,870

現 金 及 び 預 金 17,547 15,200

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 22,560 20,517

有 価 証 券 2,000 2,000

製 品 3,306 2,317

原 材 料 3,734 3,184

仕 掛 品 1,361 1,140

未 成 工 事 支 出 金 8,823 10,902

そ の 他 2,555 1,932

貸 倒 引 当 金 △� 351 △� 323

固 定 資 産 19,182 19,355

（ 有 形 固 定 資 産 ） 9,659 9,149

（ 無 形 固 定 資 産 ） 899 714

（投資その他の資産） 8,623 9,491

投 資 有 価 証 券 3,062 3,863

そ の 他 5,712 5,837

貸 倒 引 当 金 △� 150 △� 210

資 産 合 計 80,721 76,225

■会計基準変更について
当期から四半期開示制度に伴う会計基準の変
更により、連結損益計算書ならびに連結キャ
ッシュ・フロー計算書につきましては、第2
四半期累計期間の業績について掲載しており
ます。
前中間期の数値については、参考数値として
掲載させていただいております。なお、財務
諸表の一部の科目につきましては、会計基準
変更後の科目に読み替えて掲載いたしており
ます。

■総資産■総資産 （単位  百万円）

20,000

60,000

40,000

80,000

100,000

81,249 80,721

0 前期前中間期
〈ご参考〉

当第2四半期

76,225
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（単位　百万円）

期　別
科　目 当第2四半期連結会計期間末 前中間連結会計期間末

（ご参考）

負 債 の 部 30,399 29,339

流 動 負 債 23,715 22,491

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 10,722 8,905

短 期 借 入 金 37 135

未 払 法 人 税 等 1,355 482

賞 与 引 当 金 1,712 1,605

完 成 工 事 補 償 引 当 金 21 31

工 事 損 失 引 当 金 273 223

そ の 他 9,592 11,109

固 定 負 債 6,684 6,847

退 職 給 付 引 当 金 5,722 5,878

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 549 548

負 の の れ ん 28 38

そ の 他 384 382

純 資 産 の 部 50,321 46,886

株 主 資 本 48,859 45,742

資 本 金 13,302 13,302

資 本 剰 余 金 12,744 12,744

利 益 剰 余 金 23,032 19,906

自 己 株 式 △� 219 △� 210

評価･換算差額等 393 919

その他有価証券評価差額金 200 676

為 替 換 算 調 整 勘 定 193 243

少 数 株 主 持 分 1,067 224

負 債 純 資 産 合 計 80,721 76,225

■純資産■純資産 （単位  百万円）

10,000

30,000

20,000

40,000

50,000 46,886
49,318 50,321

0 前期前中間期
〈ご参考〉

当第2四半期

■自己資本比率■自己資本比率 （単位  %）

20

40

60

80

61.2
59.4 61.0

0 前期前中間期
〈ご参考〉

当第2四半期
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05   NOHMI REPORT

（平成20年4月1日～平成20年9月30日）

期　別
科　目 当第2四半期連結累計期間 前中間連結会計期間

（ご参考）

売 上 高 41,050 33,786

売 上 原 価 28,656 23,753

売 上 総 利 益 12,393 10,032

販売費及び一般管理費 9,580 8,939

営 業 利 益 2,812 1,092

営 業 外 収 益 236 231

受 取 利 息 ・ 配 当 金 （84） （69）

そ の 他 （151） （161）

営 業 外 費 用 64 73

支 払 利 息 （2） （3）

そ の 他 （61） （70）

経 常 利 益 2,985 1,250

特 別 利 益 ― 38

特 別 損 失 82 21

税 金 等 調 整 前
四 半 期 （ 中 間 ） 純 利 益 2,903 1,268

法 人 税 等 1,233 682

少 数 株 主 利 益 14 11

四 半 期 （ 中 間 ） 純 利 益 1,655 574

第2四半期連結損益計算書の要旨

■売上高■売上高 （単位  百万円）

20,000

60,000

40,000

80,000

100,000

33,786
41,050

84,947

0 前期前中間期
〈ご参考〉

当第2四半期

■営業利益■営業利益 （単位  百万円）

1,000

3,000

2,000

4,000

5,000

1,092

4,829

2,812

0 前期前中間期
〈ご参考〉

当第2四半期

（単位　百万円）
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第2四半期連結キャッシュ・フロ－計算書の要旨（平成20年4月1日～平成20年9月30日）

期　別
科　目 当第２四半期連結累計期間 前中間連結会計期間

（ご参考）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 2,991 3,911

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー △� 1,065 △� 696

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー △�� 475 △�� 311

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △�� 1 ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 1,449 2,903

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 17,175 14,017

Ⅶ 現金及び現金同等物の四半期末（中間期末）残高 18,625 16,920

（単位　百万円）

■経常利益■経常利益 （単位  百万円）

1,000

3,000

2,000

5,000

4,000

6,000

0 前期前中間期
〈ご参考〉

当第2四半期

1,250

5,151

2,985

■純利益■純利益 （単位  百万円）

1,000

2,000

3,000

0 前期前中間期
〈ご参考〉

当第2四半期

574

2,853

1,655

010_0678001602012.indd   6 2008/11/13   21:10:28



07   NOHMI REPORT

TOPICS

重要文化財─旧高橋家住宅─
埼玉県朝霞市にある旧高橋家住宅は、
国の重要文化財に指定されている茅
葺きの民家です。建築年代は17世紀
末頃と推定され、江戸時代前期の農
家の暮らしがわかる貴重な建造物で
す。当社はこの旧高橋家住宅に自動
火災報知設備・炎検知器・放水銃な
どの防災設備を納入し、貴重な文化
財を万が一の火災からお守りする手
助けをしております。

ノーミの住宅用火災警報器─まもるくん10─
住宅用火災警報器の設置が進んでいます。消防法の改正
により、新築住宅は平成18年6月1日より既に設置が義
務化されており、既存住宅へは平成20年6月1日から平
成23年6月1日までの間で各市町村が定める火災予防条
例により設置義務化される日が決まります。
当社の住宅用火災警報器「まもるくん10」は、子供か
ら高齢者まで聞き取りやすい周波数を採用し、火災や異
常を音声でお知らせします。また、省エネ設計で電池寿
命は約10年、取付簡単・配線不要で、居住空間にマッ
チしたカラーを採用し、スマートな外観となっていま
す。当社は今後も住宅用火災警報器の一般住宅への普及
を目指してまいります。
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大株主

株 主 名 持 株 数 出資比率

セ コ ム 株 式 会 社 30,598千株 �50.3%

能美防災代理店持株会 1,678 2.8

能美防災取引先持株会 1,524 2.5

能美防災従業員持株会 1,366 2.3

株 式 会 社 三 菱
東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,140 1.9

富 士 電 機 ホ ー ル
デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 855 1.4

日本トラスティ･サービス
信 託 銀 行 株 式 会 社 790 1.3

株式会社三井住友銀行 765 1.3

東 京 海 上 日 動
火 災 保 険 株 式 会 社 745 1.2

能美防災安衛協持株会 721 1.2

（平成20年9月30日現在）

取締役および監査役

取締役相談役 木 村 敞 一
代表取締役会長 田 上 　 征
代表取締役社長 橋 爪 　 毅
専 務 取 締 役 田 山 雄 史
常 務 取 締 役 橘 　 幸 正
常 務 取 締 役 内 山 　 順
常 務 取 締 役 梶 田 和 男
常 務 取 締 役 森 　 俊 幸
取 締 役 樋 口 公 啓
取 締 役 前 田 修 司
取 締 役 小 松 崎 　 常 　 夫
取 締 役 武 田 迪 夫
取 締 役 澤 野 眞 琴
取 締 役 荒 井 　 一
取 締 役 藤 井 清 隆
取 締 役 曽 田 義 則
取 締 役 五 十 嵐 　 　 　 明
取 締 役 石 井 博 明
取 締 役 伊 藤 龍 典

常 勤 監 査 役 椎 名 宏 之
常 勤 監 査 役 能 　 美 　 昌 二 郎
監 査 役 山 下 　 尚
監 査 役 石 　 井 　 藤 次 郎
監 査 役 白 倉 三 德

会社の概況（平成20年9月30日現在）

設 立 昭和19年５月５日

資 本 金 13,302,282,161円

株 式 数 発行可能株式総数�160,000,000株
発行済株式の総数� 60,832,771株

株 主 数 4,285名（前期末比　188名減）

従 業 員 数 2,161名（連結）
1,382名（個別）

会社の概況
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企業集団の主要な事業所等

名　称 所　　　在　　　地
本 社 東京都千代田区九段南４丁目７番３号

支 社

北海道（札幌市）、東北（仙台市）、新潟、
茨城（水戸市）、北関東（さいたま市）、
西関東（八王子市）、丸の内（千代田区）、
千葉、横浜、長野、静岡、名古屋、金
沢、大阪（吹田市）、京都、神戸、広島、
岡山、九州（福岡市）、熊本

営 業 所

青森、盛岡、秋田、郡山、宇都宮、群
馬（高崎市）、岐阜、三重（津市）、富山、
福井、高松、松山、長崎、大分、宮崎、
鹿児島、沖縄（那覇市）他16箇所

工 場 三鷹、メヌマ（熊谷市）
城東事務所 江東区

研究開発
センター 千代田区、新宿区、熊谷市

① 当社

名　　　　　　称 所　在　地
日 信 防 災 株 式 会 社 千 代 田 区
能 美 設 備 株 式 会 社 新 宿 区
防災エンジニアリング株式会社 江 東 区
大 阪 ノ ー ミ 株 式 会 社 吹 田 市
四 国 ノ ー ミ 株 式 会 社 高 松 市

② 主要な子会社等

企業集団の主要な事業内容

　イ．防災に関する受託実験・企画・提案
　ロ．�各種防災設備、システムの企画、開発、設計、施

工、保守
　ハ．上記機器の設計、製造、販売
　ニ．�駐車場車路管制システムの設計、製造、施工、販

売及び保守
　なお、各種防災設備、システムとは下記のとおりであ
ります。

（主な防災設備）
　　�火災報知設備、防火・防排煙設備、消火設備（スプ
リンクラーなど）、ガスもれ警報設備、非常用放送
設備、避難誘導設備、防犯警報設備、各種防災機器
（消火器など）

（主なアプリケーション・システム）
　　�ビル・地下街防災システム、文化財防災システム、
住宅防災システム、工場防災システム、船舶・車
両・航空機防災システム、通信機器室・コンピュー
ター室など火災予兆システム

　企業集団の事業内容を種類別セグメントで表しますと
下記のとおりであります。

セグメント別 主　要　営　業　品　目

火災報知設備

火災報知設備、防火・防排煙設備、
ガスもれ警報設備、非常用放送設
備、避難誘導設備、住宅防災シス
テム、火災予兆システム

消 火 設 備
スプリンクラーなど消火設備、プ
ラント防災システム、トンネル防
災システム

保 守 点 検 等 各種防災機器に係る保守点検・補
修業務

そ の 他 駐車場車路管制システム、防犯警
報設備
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事 業 年 度 毎年４月１日から翌年３月31日まで
定 時 株 主 総 会 毎年６月開催
基 準 日 定時株主総会

期 末 配 当 金
中 間 配 当 金

毎年３月31日
毎年３月31日
毎年９月30日

単 元 株 式 数 1,000株
公 告 の 方 法 当社の公告方法は、電子公告とします。

ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告をすることができ
ない場合は、日本経済新聞に掲載して行います。なお、電子公告は当社の
ホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりであります。
http://www.nohmi.co.jp/

株主名簿管理人 大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社

同事務取扱場所 東京都中央区八重洲二丁目３番１号
住友信託銀行株式会社　証券代行部

郵便物送付先 〒183-8701　東京都府中市日鋼町１番10
住友信託銀行株式会社　証券代行部

電 話 照 会 先� （住所変更等用紙のご請求）0120-175-417
（その他のご照会）　　　　0120-176-417

インターネット http://www.sumitomotrust.co.jp/
ホームページURL 　　���STA/retail/service/daiko/index.html
同 取 次 所 住友信託銀行株式会社本店および全国各支店
買増制度の採用 当社は単元未満株式に不足分を買増して単元株式(1,000株)におまとめ

いただけるよう単元未満株式の買増制度を採用しております。

【株券電子化後の株式に関するお届出先およびご照会先について】
　平成21年１月５日に株券電子化となります。その後のご住所変更等のお届出およびご照会は、
株主様の口座のある証券会社宛にお願いいたします。
　株券電子化前に「ほふり」（株式会社証券保管振替機構）を利用されていない株主様には、株主
名簿管理人である上記の住友信託銀行株式会社に口座（特別口座といいます。）を開設いたします。
特別口座についてのご照会および住所変更等のお届出は、上記の電話照会先にお願いいたします。

【株券電子化前後の単元未満株式の買取・買増請求のお取扱いについて】
＜ 買 取 請 求 ＞ 特別口座の株主様につきましては、株券電子化の施行日（平成21年１月

５日）から平成21年１月25日まで、受付を停止いたします。また、平成
20年12月25日から30日までに請求をいただいた場合は、代金のお支払は
平成21年１月26日以降となります。

＜ 買 増 請 求 ＞ 平成20年12月12日から平成21年１月４日まで、受付を停止いたします。
また、特別口座の株主様につきましては、株券電子化の施行日（平成21
年１月５日）から平成21年１月25日まで、受付を停止いたします。

株主メモ
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〒102-8277　東京都千代田区九段南４-７-３
電話（03）3265-0211（代表）
URL��http://www.nohmi.co.jp/
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